別紙様式
平24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生　　項：医務費　　　目：医務費
	事業名:医師確保対策推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　健康福祉部 医療整備課 医師確保担当　電話番号：058-272-1111（内2626）

　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 1,313千円（前年度予算額：　792千円）

	事業内容


	１　事業の内容


○地域医療の確保対策等を検討する会議の開催
  　・参加者　　：16名（医療関係団体、大学医学部、病院等）

    ・開催　　　：年３回

    ・協議事項　：地域医療確保の推進など
○臨床研修医の保健所研修受入事業
    ・臨床研修病院から研修医を各保健所に受入（研修期間１ヶ月程度）

　　・研修中、地域の保健医療体制の現状、医師不足の状況等を理解させ、研修医の内定着化に向けたＰＲを実施。

　　・研修医の生の声を収集し今後の医師確保施策の企画立案に役立てる
	２　所要経費


○地域医療の確保対策等を検討する会議の開催　　1,056千円

○臨床研修医の保健所研修受入事業　　　　 　　　 257千円　　　　計1,313千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
	２　これまでの取組状況


○地域医療の確保対策等を検討する会議の開催
平成19年10月に岐阜県地域医療対策協議会がとりまとめた「地域医療確保のための行動計画」に基づく関係機関の取り組む状況のフォローアップや新たな課題を解決するため、地域医療の確保対策等について検討する会議を開催してきている。

○臨床研修医の保健所研修受入事業
平成16年度から新医師の臨床研修が義務化され、地域保健医療研修として保健所等における１か月以上の研修が必須化となったことから、県内保健所において研修に対応してきている。 
	３　これまでの取組に対する評価


　地域医療の確保対策等を検討する会議は、県の医療政策全般の方向性等を定めていくために今後も開催が必要である。
臨床研修医の保健所研修受入事業は医師の研修として必須のものであり、今後も対応していく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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